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はじめに 
帝国データバンクが毎月行っているＴＤＢ景気動向調査では、各企業による７段階の判断に基

づいて景気ＤＩ（０～100、50 が良悪判断の境目）を算出している。調査開始以来、長らく 50 未

満で推移してきた長野県の景気ＤＩだが、2017 年は７月に初めて 50 を突破。その後も 12 月まで

50 以上を持続し、全国の中でも高い水準を保っている。 

一方、景気回復を実感できていないとの声も根強く、同じ業界、同じ地域に属していても個々

の企業間で格差が拡大、個人消費の回復も遅れている。また、依然として発生が抑制されている

倒産だが、県内では 2014 年を底に微増を続けており、経営改善が進んでいない企業が行き詰まる

ケースも少なくない。 

弊社では今回、2017 年の景気動向と 2018 年の景気見通しに対する企業の見解について調査を実

施した。調査期間は 2017 年 11 月 16 日～30 日で、調査対象は全国２万 3212 社、長野県 486 社。

有効回答企業数は全国１万 105 社（回答率 43.5％）、長野県 223 社（同 45.9％）。本調査は、ＴＤ

Ｂ景気動向調査 2017 年 11 月調査とともに行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別企画：2018 年の景気見通しに対する長野県内企業の意識調査 

今年の見通し、「回復」20.6％、「踊り場」45.3％ 
懸念材料は急上昇した「人手不足」が 54.7％でトップに

調査結果（要旨） 
■2017 年の景気動向、「回復」が過去最高の 30.0％ 

2017 年の景気動向は、「踊り場」局面 44.8％、「回復」局面 30.0％、「悪化」局面 7.2％

など。調査開始以来、「回復」は最も高く、「悪化」は最も低かった。 

■2018 年の景気見通し、「回復」は 20.6％で過去２番目の高さ 

  2018 年の景気見通しは、「踊り場」局面 45.3％、「回復」局面 20.6％、「悪化」局面 9.4％

など。調査開始以来、「踊り場」は最も高く、「回復」は２番目に高かった。一方、「悪化」

は最も低くなっている。 

■懸念材料、「人手不足」54.7％、「原油・素材価格（上昇）」48.9％ 

  2018 年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料は、「人手不足」が 54.7％と前年の 25.0％から

急上昇してトップ、「原油・素材価格（上昇）」が 48.9％で続いている。 

■必要な政策としては「個人消費拡大策」が 45.3％で最多 

景気が回復するために必要な政策としては、「個人消費拡大策」が 45.3％で最も高かっ

た。「個人消費拡大策」がトップとなるのは、2012 年調査以降６年連続である。 
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１．2017 年の景気、「回復」局面が前年の 4.5％から 30.0％へ急増 

県内企業に 2017 年の景気動向を尋ねたところ、構成比が最も高かったのは「踊り場」局面の

44.8％（100 社）だった。「回復」局面は 30.0％（67 社）、「悪化」局面は 7.2％（16 社）、「分から

ない」は 17.9％（40 社）。「踊り場」は、前年（56.7％）から 11.9 ポイント減、「悪化」は前年（21.0％）

の半分以下にまで減少しているのに対し、「回復」は前年（4.5％）から 25.5 ポイント増と大幅に

上昇した。2006 年に調査を開始して以降、「回復」は最も高く、「悪化」は最も低くなっており、

毎月のＴＤＢ景気動向調査で算出する長野県

の景気ＤＩが７月以降 50 以上を持続している

状況とも重なる。 

「回復」局面と回答した企業の構成比を規模

別にみると、「大企業」42.1％、「中小企業」

27.6％、「（中小企業のうち）小規模企業」

29.6％。「大企業」と「中小企業」の間には 14.5

ポイントの差が生じている。主要業界別では、

「製造」39.8％、「建設」30.8％、「卸売」25.5％、

「サービス」18.2％。今回の景気回復は、輸出

関連を中心とした「製造」が牽引していると言

われているが、それを裏付ける結果でもある。 

全国の調査結果は、「踊り場」49.0％、「回

復」21.2％、「悪化」9.2％、「分からない」

20.7％。「回復」は長野県が全国を 8.8 ポイン

ト上回った。 

 

 

２．2018 年の見通し、「回復」局面が前

年の 11.6％から 20.6％へ上昇 

2017 年の景気については、「回復」局面が過

去最高を記録したが、2018 年の見通しはどう

とらえているのだろうか。最も多かったのは

「踊り場」局面の 45.3％（101 社）。「回復」局

面は 20.6％（46 社）、「悪化」局面は 9.4％（21

社）となり、「分からない」は 24.7％（55 社）

だった。「踊り場」は前年（40.6％）に初めて

40％を突破したが、今回さらに増加し過去最高。

また、「回復」は前年（11.6％）から２倍近く

増え、2014 年（25.8％）に次いで２番目に高

い。一方、「悪化」は前年（19.6％）の半分以

下に後退し、これまでで最も低くなっている。

今年景気が上向いていくとみる企業、現状程度
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で推移していくとみる企業を合わせると、全体の約３分の２に及ぶ。 

規模別にみると、「大企業」の 18.4％、「中小企業」の 21.1％、「小規模企業」の 25.9％が「回

復」と回答。2017 年の動向とは異なり、2018 年の見通しでは「中小企業」が「大企業」を上回っ

ている。景気回復が「大企業」から「中小企業」へと波及する様子も窺えるが、「悪化」の構成比

をみると「大企業」が 5.3％、「中小企業」が 10.3％と「中小企業」の方が高く、「中小企業」の

厳しさも示されている。主要業界ごとの「回復」の構成比は、「製造」27.6％、「卸売」20.0％、「建

設」19.2％、「サービス」9.1％。「製造」が最も高く、「サービス」が最も低くなるのは、2017 年

の動向と変わらない。 

全国の調査結果は、「踊り場」40.4％、「回復」20.3％、「悪化」12.3％、「分からない」27.0％。

「踊り場」は 4.9 ポイント、「回復」は 0.3 ポイント長野県の方が高く、「悪化」は長野県の方が

2.9 ポイント低い。 

 

 

３．懸念材料トップは「人手不足」、上位項目の順位は前年から大幅に変動 

次に、2018 年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料をあげてもらった（３つまでの複数回答）。前年

は、「米国経済」「原油・素材価格（上昇）」「為替（円高）」「中国経済」「人手不足」の順だったが、

今回最も多かったのは「人手不足」（54.7％、122 社）。弊社が年４回行っている「人手不足に対す

る県内企業の動向調査」では、「正社員が不足している」と回答した企業の構成比が右肩上がりを

たどっており、昨年は４回のうち３回で過

去最高を記録するなど、人手不足は深刻な

様相を呈している。今回の調査でも、前回

の 25.0％から急上昇である。 

２位は前年と同じく「原油・素材価格（上

昇）」（48.9％、109 社）だったが、構成比は

前年の 31.7％から 17.2 ポイント上昇。３位

は税率 10％への引き上げが来年に迫った

「消費税制」（24.2％、54 社）が入り、前年

の 10位から大きく順位を上げている。６位

の「地政学リスク」（17.0％、38 社）も、前

年の 12位から大幅ランクアップ。中東や東

南アジア情勢の緊迫化

が、国内景気を見通す

うえでも大きなポイン

トとなってきた。 

全国の結果をみると、

上位３項目は長野県と

同じで、「地政学リス

ク」が４番目に多かっ

た。 
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４．必要な政策は６年連続で「個人消費拡大策」が最多 

今後、景気が回復するために必要な政策

を尋ねたところ（複数回答）、最も多かった

のは「個人消費拡大策」（45.3％、101 社）

だった。今回の景気回復局面でも、個人消

費は力強さを欠いているとの見方が強いが、

その分個人消費拡大に対する期待も大きい。

「個人消費拡大策」がトップとなるのは、

2012 年調査以降６年連続。このほか、30％

台に達したのが６項目、20％台が３項目と、

企業が求める政策は広範囲に及ぶ。 

全国調査でも、「個人消費拡大策」が

42.4％となり、６年連続最多となった。 

 

 

まとめ 

ＴＤＢ景気動向調査で昨年７月～12 月、景気が「良い」と感じている企業が多いことを示す“景

気ＤＩ50 超え”を持続した長野県。今回の調査における 2017 年の動向は、「回復」局面とした企

業の構成比が過去最高、「悪化」局面とした企業が過去最低となるなどそれを裏付けるものとなっ

た。2018 年の見通しも、「回復」が過去２番目に高く、「踊り場」が過去最高、「悪化」は過去最低

と、前年と同様に堅調な推移を予想する企業が多い。 

一方、懸念材料の順位は前年から大きく変動。トップとなった「人手不足」に加え、「消費税制」

「地政学リスク」が順位を上げ、前年と同じく２位だった「原油・素材価格（上昇）」は構成比が

大幅に増加した。既に「人手不足」は県内企業にも深刻な影響を与えており、大都市圏の企業や

地方の大企業が積極採用を展開する陰で、中小企業の苦境が拡大。「人手不足」に限らず、懸念材

料の多くが個々の企業が行う対策では限界があるだけに、不安感の増幅にもつながっている。 

各企業はこうした懸念材料を抱えながらも、景気の先行きを前向きにとらえようとしている。

経済の好循環を定着させるためにも、政府は消費活性化や人手不足の緩和、将来不安の解消に向

けた政策を推し進めることが一段と重要になっている。 
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